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第 119 期 貸 借 対 照 表 
(平成29年3月31日現在) 

  (単位：百万円) 

科       目 金    額 科       目 金    額 

（資産の部）  （負債の部）  

流 動 資 産 170,475 流 動 負 債 134,648 

現 金 ・ 預 金 6,372 ト レ ー デ ィ ン グ 商 品 124 
預 託 金 79,229 商 品 有 価 証 券 等 121 

顧 客 分 別 金 信 託 79,000 デ リ バ テ ィ ブ 取 引 3 
顧 客 区 分 管 理 信 託 100 信 用 取 引 負 債 30,431 
そ の 他 の 預 託 金 129 信 用 取 引 借 入 金 18,948 

ト レ ー デ ィ ン グ 商 品 1,650 信用取引貸証券受入金 11,483 
商 品 有 価 証 券 等 1,647 有 価 証 券 担 保 借 入 金 7,725 
デ リ バ テ ィ ブ 取 引 2   有価証券貸借取引受入金 7,725 

約 定 見 返 勘 定 94 預 り 金 41,994 
信 用 取 引 資 産 68,137 受 入 保 証 金 47,114 

信 用 取 引 貸 付 金 64,857 有価証券等受入未了勘定 0 
信用取引借証券担保金 3,279 短 期 借 入 金 5,900 

有 価 証 券 担 保 貸 付 金 1,113 未 払 法 人 税 等 256 
借入有価証券担保金 1,113 賞 与 引 当 金 451 

立 替 金 555 そ の 他 の 流 動 負 債 647 
短 期 差 入 保 証 金 11,230   
短 期 貸 付 金 2   
支 払 差 金 勘 定 1   
未 収 入 金 56   
未 収 収 益 1,263   

繰 延 税 金 資 産 596   

そ の 他 の 流 動 資 産 178   

貸 倒 引 当 金 △6   
    

固  定  資  産 4,101 固 定 負 債 2,232 

有形固定資産 1,613 社 債 2,000 

建 物 241 繰 延 税 金 負 債 26 
器 具 備 品 1,024 退 職 給 付 引 当 金 16 
土 地 329 資 産 除 去 債 務 177 
リ ー ス 資 産 17 そ の 他 の 固 定 負 債 13 

無形固定資産 952   

ソ フ ト ウ ェ ア 948   特別法上の準備金 466 
そ の 他 3 金融商品取引責任準備金 466 

投資その他の資産 1,535   

投 資 有 価 証 券 790 
負 債 合 計 137,347 

長 期 差 入 保 証 金 687 

そ の 他 の 投 資 等 260 （純資産の部）  

貸 倒 引 当 金 △203 株 主 資 本 37,021 

  資 本 金 13,500 
  資 本 剰 余 金 13,371 
  そ の 他 資 本 剰 余 金 13,371 
  利 益 剰 余 金 10,149 
  利 益 準 備 金 1,317 
  そ の 他 利 益 剰 余 金 8,831 
   繰 越 利 益 剰 余 金 8,831 

    

  評価・換算差額等 208 

  

その他有価証券評価差額金 208 

  

純 資 産 合 計 37,229 
  

資 産 合 計 174,576 負 債 ・ 純 資 産 合 計 174,576 
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第 119 期 損 益 計 算 書 

〔 
平成 28 年 4 月 1 日から 

〕 平成 29 年 3 月 31 日まで 

 

 

(単位：百万円) 

科       目 金    額 

営 業 収 益   16,111  

受 入 手 数 料 10,491    
ト レ ー デ ィ ン グ 損 益 3,277    
金 融 収 益 2,326    
そ の 他 の 営 業 収 益 15    

金 融 費 用   372  

純 営 業 収 益   15,738  

販売費・一般管理費   14,115  

取 引 関 係 費 2,338    
人 件 費 6,722    
不 動 産 関 係 費 1,426    
事 務 費 2,479    
減 価 償 却 費 574    
租 税 公 課 307    
そ の 他 267    

営  業  利  益   1,622  

営 業 外 収 益   161  

営 業 外 費 用   58  

経  常  利  益   1,726  

特 別 利 益   496  

投 資 有 価 証 券 売 却 益 321    

金融商品取引責任準備金戻入 175    

特 別 損 失   84  

１ ０ ０ 周 年 記 念 行 事 費 用 44    

減 損 損 失 35    
投 資 有 価 証 券 売 却 損 4    

税 引 前 当 期 純 利 益   2,138  

法人税、住民税及び事業税 210    

法 人 税 等 調 整 額 △655  △444  

当 期 純 利 益   2,583  
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第119期株主資本等変動計算書 

〔 
平成 28 年 4 月 1 日から 

〕 平成 29 年 3 月 31 日まで 

 

                                          （単位：百万円） 

 株主資本 

 

資 本 金 

資本剰余金 利益剰余金 

株 主 資 本 

合 計 そ の 他 

資本剰余金 

資本剰余金 

合 計 
利益準備金 

そ の 他 利 益 

剰 余 金 利 益 剰 余 金 

合 計 繰 越 利 益 

剰 余 金 

当 期 首 残 高 13,500 13,371 13,371 977 9,987 10,965 37,837 

事 業 年 度 中 の 変 動 額        

剰 余 金 の 配 当    340 △3,740 △3,400 △3,400 

当 期 純 利 益     2,583 2,583 2,583 

株 主 資 本 以 外 の 項 目 の 

事業年度中の変動額(純額) 
       

事業年度中の変動額合計 － － － 340 △1,156 △816 △816 

当 期 末 残 高 13,500 13,371 13,371 1,317 8,831 10,149 37,021 

 

 

 

                      （単位：百万円） 

 

評価・換算 

差額等 
純 資 産 

合 計 
その他有価証券 

評価差額金 

評価・換算 

差 額 等 

合   計 

当 期 首 残 高 597 597 38,435 

事 業 年 度 中 の 変 動 額    

剰 余 金 の 配 当   △3,400 

当 期 純 利 益   2,583 

株 主 資 本 以 外 の 項 目 の 

事業年度中の変動額(純額) 
△389 △389 △389 

事業年度中の変動額合計 △389 △389 △1,205 

当 期 末 残 高 208 208 37,229 
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個 別 注 記 表 

 

当社の貸借対照表、損益計算書および株主資本等変動計算書は、「会社計算規則」（平成18年2月7日 法務省令第

13号）のほか、「金融商品取引業等に関する内閣府令」（平成19年内閣府令第52号）および「有価証券関連業経理の統

一に関する規則」（昭和49年11月14日付日本証券業協会自主規制規則）に準拠して作成しております。 

記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。 

 

【継続企業の前提に関する注記】 

  該当事項はありません。 

 

【重要な会計方針に係る事項に関する注記】 

１．有価証券等の評価基準および評価方法 

 ①トレーディング商品に属する有価証券（売買目的有価証券）等の評価基準および評価方法 

 トレーディング商品に属する有価証券およびデリバティブ取引等の評価基準および評価方法については、

時価法を採用しております。 

 

 ②トレーディング商品に属さない有価証券等の評価基準および評価方法 

   （１）その他有価証券 

ア．時価のあるもの 

決算日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は全部純資産直入法により処理し、売却原価は移動平均

法により算定）を採用しております。 

イ．時価のないもの 

移動平均法による原価法によっております。 

なお、投資事業有限責任組合等への出資については、組合契約に規定される決算報告日に応じて入手可

能な最近の決算書を基礎とし、組合決算の持分相当額を純額方式により当事業年度の損益として計上する

こととしております。 

また、組合等がその他有価証券を保有している場合で当該有価証券に評価差額がある場合には、評価差

額に対する持分相当額をその他有価証券評価差額金に計上することとしております。 

（２）デリバティブ取引 

時価法によっております。 

 

２．固定資産の減価償却の方法 

①有形固定資産（リース資産を除く） 

定額法を採用しております。主な耐用年数は以下のとおりであります。 

建 物 6年～47年 

器 具 備 品 2年～15年 

 

②無形固定資産（リース資産を除く） 

定額法を採用しております。なお、自社利用のソフトウェアについては、社内における利用可能期間（５

年）に基づく定額法によっております。 

 

 ③リース資産 

    リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法を採用しております。 

 

３．引当金および特別法上の準備金の計上基準 

①貸倒引当金 

貸付金等の貸倒損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の債権

については個別に回収可能性を検討し、回収不能見込額を計上しております。 
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②賞与引当金 

従業員に対する賞与の支払いに備えるため、当社所定の計算方法による支給見込額を計上しております。 

 

③退職給付引当金 

従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給付債務および年金資産の見込額に基づき、

当事業年度末において発生していると認められる額を計上しております。 

（ア） 退職給付見込額の期間帰属方法 

        退職給付債務の算定にあたり、退職給付見込額を当事業年度末までの期間に帰属させる方法について  

        は、期間定額基準によっております。 

（イ） 数理計算上の差異の費用処理方法 

 数理計算上の差異は、各事業年度の発生時における従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数（８  

 年）による定額法により按分した額をそれぞれ発生の翌事業年度から費用処理することとしておりま  

 す。 

 

④金融商品取引責任準備金 

証券事故および金融先物事故による損失に備えるため、「金融商品取引法」第46条の5の規定に基づき、

「金融商品取引業等に関する内閣府令」第175条に定めるところにより算出した金額を計上しております。 

   

４．その他計算書類の作成のための基本となる重要な事項 

 ①繰延資産の処理方法 

       社債発行費につきましては、支出時に全額費用として処理しております。 

 

      ②消費税等の会計処理方法 

消費税および地方消費税の会計処理は、税抜き方式によっております。 

 

 

【貸借対照表に関する注記】 

１．担保に供している資産および担保に係る債務 

  担保に供している資産は次のとおりであります。 

投資有価証券 168百万円 

上記に対応する債務は次のとおりであります。 

信用取引借入金 18,948百万円 

 

上記のほか、為替予約実行用の担保として定期預金を200百万円、信用取引借入金の担保として受入保証金代用

有価証券を8,426百万円、信用取引の自己融資見返り株券を2,722百万円、先物取引証拠金の代用として投資有価

証券を369百万円、信用取引の自己融資見返り株券を856百万円差し入れております。 

 

２．担保等として差し入れた、または受け入れた有価証券等の時価額 
 
  ①担保等として差し入れた有価証券等の時価額(1)担保等として差し入れた有価証券の時価額 

信用取引貸証券 12,241 百万円 

信用取引借入金の本担保証券 18,786 百万円 

消費貸借契約により貸し付けた有価証券 7,467 百万円 

長期差入保証金代用有価証券 10 百万円 

差入証拠金代用有価証券 1,225 百万円 

差入保証金代用有価証券 11,317 百万円 

その他担保として差し入れた有価証券等 2,133 百万円 
 
  

 ②担保等として受け入れた有価証券等の時価額(2)担保等として受け入れた有価証券の時価額 

信用取引貸付金の本担保証券 61,159 百万円 

信用取引借証券 3,224 百万円 
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消費貸借契約により借り入れた有価証券 1,045 百万円 

受入証拠金代用有価証券 347 百万円 

受入保証金代用有価証券 138,982 百万円 

 

３．有形固定資産の減価償却累計額 1,555百万円 
 
 

４．関係会社に対する金銭債権および債務 

   各科目に含まれている関係会社に対するものは次のとおりであります。     

短期金銭債権 － 百万円 

短期金銭債務 0 百万円 

 

 

【損益計算書に関する注記】 

  関係会社との取引高 

営業取引による取引高   

 営業収益 19 百万円 

 販売費・一般管理費 73 百万円 

営業取引以外の取引による取引高 1 百万円 

  

 

【株主資本等変動計算書に関する注記】 

 １．当事業年度の末日における発行済株式の種類および総数 

普通株式 40,000,000 株 
 
 ２．当事業年度の末日における自己株式の数 

     該当事項はありません。 
 
 ３. 当事業年度中に行った剰余金の配当に関する事項 

決議 株式の種類 配当の原資 配当金の総額 
1株当たりの 

配 当 額 
基準日 効力発生日 

平成28年5月23日

取 締 役 会 
普通株式 利益剰余金 2,000百万円 50円 平成28年3月31日 平成28年6月2日 

平成28年10月24日

取 締 役 会 
普通株式 利益剰余金 1,400百万円 35円 平成28年9月30日 平成28年11月21日 

 
 
 ４. 当事業年度の末日後に行う剰余金の配当に関する事項 

決議予定 株式の種類 配当の原資 配当金の総額 
1株当たりの 

配 当 額 
基準日 効力発生日 

平成29年5月23日

取 締 役 会 
普通株式 利益剰余金 1,000百万円 25円 平成29年3月31日 平成29年6月5日 

      
 ５. 当事業年度末の新株予約権の目的となる株式の種類および数 

該当事項はありません。 

 

 

 

 

 

 

 

 



                                                               

 

 

～7～ 
 

【税効果会計に関する注記】 

 １．繰延税金資産および繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳 

（繰延税金資産）   

未払費用 69 百万円 

賞与引当金 139 百万円 

資産除去債務 54 百万円 

減価償却超過額 201 百万円 

有価証券評価減 17 百万円 

金融商品取引責任準備金 142 百万円 

繰越欠損金 1,411 百万円 

その他 409 百万円 

 繰延税金資産小計 2,444 百万円 

  評価性引当額 △1,789 百万円 

 繰延税金資産合計 654 百万円 

（繰延税金負債）   

建物（資産除去債務） 10 百万円 

その他有価証券評価差額金 74 百万円 

 繰延税金負債合計 84 百万円 

 繰延税金資産の純額 570 百万円 

 

 ２．繰延税金資産の回収可能性に関する適用指針の適用 

 「繰延税金資産の回収可能性に関する適用指針」（企業会計基準適用指針第２６号 平成２８年３月２８日）

を当事業年度から適用しております。 

 

 

【リースにより使用する固定資産に関する注記】 

  貸借対照表に計上した固定資産のほか、事務機器等の一部については、所有権移転外ファイナンス・リース契約によ 

 り使用しています。 

 

 

【金融商品に関する注記】 

１．金融商品の状況に関する事項 
 

（1） 金融商品に対する取組方針 
 

 当社は、金融商品取引業を中核とする事業活動を行っており、具体的には、取引所金融商品市場における有

価証券の売買等の取次ぎを行う委託売買業務、有価証券の売買等を行う自己売買業務、有価証券の引受け等を

行う引受業務、有価証券の募集若しくは売出しの取扱い業務など、金融商品取引法に規定する金融商品取引業

およびそれに付随する業務を主たる業務として事業活動を行っております。これらの事業を行うため、当社で

は、市場リスクおよび信用リスクのある金融資産・負債を保有することがあり、それらの資金につきましては、

自己資金および主に金融機関からの短期借入金により調達を行っております。一方、資金運用につきまして

は、自己の計算に基づくトレーディング業務を行っており、また一時的な余剰資金は安全性の高い金融資産で

運用しております。 

 当社の金融資産と金融負債との間に関連があるものとして、信用取引貸付金と信用取引借入金との間に、信

用取引借証券担保金と信用取引貸証券受入金との間に関連があります。これは、信用取引に係る顧客への金銭

または有価証券の貸付けにおいて、貸借取引等を通じて証券金融会社から金銭または有価証券の借り入れを

行っていることによるものであります。 

 また、顧客分別金信託と顧客からの預り金および受入保証金との間に関連があります。これは、金融商品取

引法の規定に基づき、顧客から預託を受けた金銭は自己財産と分別して管理し、顧客分別金信託として信託会

社等に信託しなければならないことによるものであります。 
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（2） 金融商品の内容及びそのリスク 

当社が保有する主な金融資産は、現金・預金、預託金、トレーディング商品、信用取引資産、有価証券担    

保貸付金、短期差入保証金および投資有価証券等であります。 

預金は預入先金融機関の信用リスクに晒されております。また外貨建預金は為替の変動リスクに晒されて

おります。 

預託金は大半が顧客分別金信託であります。顧客分別金信託は、金融商品取引法第43条の２第２項に基づ

き顧客から預託を受けた金銭を信託会社等に信託しているものであり、信託法により信託財産の独立性が確

保されております。 

トレーディング商品は、顧客等との相対取引または取引所での自己売買取引によりトレーディング商品と

して保有している株式・債券等の有価証券であり、それぞれ発行体の信用リスク、為替の変動リスクおよび

市場価格の変動リスクならびに金利の変動リスクに晒されております。 

信用取引資産のうち信用取引貸付金は、顧客の信用取引に係る有価証券の買付代金相当額であり、その

担保として顧客から買付有価証券および委託保証金を受け入れておりますが、急激な株式相場の下落等に伴

い顧客に損失金等が発生した場合に顧客が委託保証金の追加差し入れに応じないことなどによって当該貸付

金が回収できなくなる顧客の信用リスクに晒されております。また、信用取引借証券担保金は、貸借取引に

より証券金融会社等に差し入れている借証券担保金であり、当該取引先の信用リスクに晒されております。 

有価証券担保貸付金は、株券貸借取引の消費貸借契約に基づき借り入れた有価証券の担保として当該取引

相手方へ差し入れている取引担保金であり、当該取引相手方の破綻等により差入担保金が回収できなくなる

当該取引相手方の信用リスク、また当社の財務状況の悪化等により借り入れた有価証券を返済できなくなる

流動性リスクに晒されております。 

短期差入保証金は、大半が顧客から預託を受けた先物・オプション取引の委託証拠金、外国為替証拠金取

引の取引証拠金等の金銭を取引所等へ預託しているものであり、これら取引所等において分別管理されてお

ります。 

投資有価証券は、主に国内株式であり、純投資目的で保有しております。これらは、それぞれ発行体の信

用リスクおよび、市場価格の変動リスクに晒されております。 

一方、金融負債の主なものは、トレーディング商品、信用取引負債、有価証券担保借入金、預り金、受入

保証金および短期借入金であります。 

トレーディング商品は、顧客等との相対取引または取引所での自己売買取引によりトレーディング商品と 

して保有している株式・債券等の有価証券であり、それぞれ発行体の信用リスク、為替の変動リスクおよび

市場価格の変動リスクならびに金利の変動リスクに晒されております。 

 信用取引負債のうち信用取引借入金は、証券金融会社等からの貸借取引に係る借入金であり、急激な株式

相場の急落による差入担保価値の下落や当社の財務状況の悪化等により返済できなくなる流動性リスクに晒

されております。また、信用取引貸証券受入金は、顧客の信用取引に係る有価証券の売付代金相当額であ

り、担保として顧客から委託保証金を受け入れておりますが、急激な株式相場の上昇等に伴い顧客に損失金

等が発生した場合に顧客が委託保証金の追加差し入れに応じないことなどによって当該貸付有価証券が回収

できなくなる顧客の信用リスクに晒されております。 

有価証券担保借入金は、株券貸借取引の消費貸借契約に基づき貸し付けた有価証券の担保として当該取引  

相手方より受け入れている取引担保金であり、当該取引相手方の破綻等により差入有価証券が回収できなく    

なる当該取引相手方の信用リスク、また当社の財務状況の悪化等により借入金を返済できなくなる流動性リ    

スクに晒されております。 

預り金のうち顧客からの預り金は、有価証券の売買等に伴う顧客からの一時的な預り金であり、金融商品

取引法に基づき信託会社等に信託しており、信託法により信託財産の独立性が確保されております。 

     受入保証金は、顧客から受け入れた信用取引の委託保証金、先物・オプション取引の委託証拠金、外国為

替証拠金取引の取引証拠金等であります。これらについては、顧客分別金信託もしくは顧客区分管理信託と

して信託会社に信託あるいは、取引所に直接預託しております。 

      短期借入金は運転資金に係る資金調達であり、返済期日にその返済を実行できなくなる流動性リスクに晒

されております。 

デリバティブ取引は、自己の計算に基づき会社の利益を確保するためのトレーディング業務における株価    

指数の先物取引やオプション取引、国債証券の先物取引や先物オプション取引といった取引所におけるデリ    

バティブ取引および顧客との取引に対応するための為替予約取引であり、為替の変動リスクおよび原証券の    

市場価格の変動リスクならびに金利の変動リスクに晒されております。 
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（3） 金融商品に対するリスク管理体制 

① 信用リスクの管理 

       当社は、「総合リスク管理の基本方針」に基づき「市場リスクおよび取引先リスクの管理規程」を制定し、      

信用リスクについては「取引先リスク管理マニュアル」等に基づき管理しています。 

       個別与信を行う場合は、事前に審査を行ってうえで社内格付けを基準とした与信限度額を定め、与信残

高が与信限度額内に収まっているかどうかをリスク管理部が毎日モニタリングしております。 

 取引先リスクについては、自己資本規制比率の算定にかかる法令に従い、取引先リスク相当額を毎日算

出のうえ、取締役等に報告しております。保有している国内外債券等の発行体の信用リスクについては、

債券残高を通貨別・格付別に毎日算出し、モニタリングすることで管理しております。信用取引において

は、顧客への与信が発生いたしますが、担保として定められた委託保証金を徴収し厳正な管理をしており

ます。 
 

② 市場リスクの管理 

     （ⅰ）市場リスクの管理体制 

        当社は、「総合リスク管理の基本方針」に基づき「市場リスクおよび取引先リスクの管理規程」を制

定し、市場リスクについてはトレーディング業務で保有する金融商品を対象として「市場リスク管理

マニュアル」に基づき管理しています。管理の体制としては、取締役会で定められた「自己資本規制

比率の運営方針」に基づき、リスク管理部が許容市場リスク額を算出のうえ、商品本部等に市場リス

ク枠を設定し、市場リスクの額が毎日枠内にて運営されているかリスク管理部がモニタリングし、取

締役等に毎日報告しております。 

        また、投資有価証券の保有について、個別案件ごとに取締役会で決定しております。なお、投資有

価証券の市場リスク管理については、「投資有価証券の管理に関する規程」に基づき行っております。 

上記のトレーディング業務で保有する金融商品と投資有価証券の市場リスクについては、「VaR（バ

リューアットリスク）」等の統計的手法による定量的分析は実施しておりませんが、自己資本規制比

率の算出において用いられる「標準的方式」に従い市場リスク相当額を算出し、モニタリングしてお

ります。また、「標準的方式」によっては把握できない可能性がある、稀に発生する市場の急激な変動

時のリスクについては、株価、金利および外国為替について、過去１０年間における最大変動をシナ

リオとしたストレステストを毎月実施し、リスクの把握に努めております。 

なお、「損失限度枠」については、毎期取締役会で定め、証券管理部およびリスク管理部がモニタリ

ングし、取締役等に毎日報告しております。 

（ⅱ）市場リスクに係る定量的情報 

       イ．株価リスク 

         株価リスクの影響を受ける主な金融商品は、「商品有価証券等」のうちの株式等、「デリバティブ        

取引」のうちの先物取引およびオプション取引、ならびに投資有価証券であります。 

         その他すべてのリスク変数が一定の場合で、平成 29 年 3 月末の国内外の上場株式の株価および        

株価指数（以下「株価等」という。）が 10％上昇した場合、当該金融資産の純額（資産側）は 55 百        

万円増加するものと考えられます。反対に、株価等が 10％下落した場合、当該金融資産の純額（資        

産側）は55百万円減少するものと考えられます。 

       ロ．金利リスク 

         金利リスクの影響を受ける主な金融商品は、「商品有価証券等」のうちの債券、「デリバティブ取        

引」のうちの先物取引およびオプション取引であります。 

         その他すべてのリスク変数が一定の場合、平成 29 年 3 月末現在の金利が 100ＢＰ（1％）上昇す        

れば当該金融資産と金融負債相殺後の純額（資産側）の時価は、49 百万円減少するものと考えられ        

ます。反対に、金利が 100ＢＰ（1％）低下すれば当該金融資産の純額（資産側）の時価は、55 百万        

円増加するものと考えられます。 

       ハ．為替リスク 

         為替リスクの影響を受ける主な金融商品は、「商品有価証券等」のうちの外国株券、外貨建債券等、        

「デリバティブ取引」のうちの為替予約取引、「現金・預金」のうちの外貨建預金、「預託金」のうちの外         

貨建預託金および「預り金」のうちの外貨建預り金であります。 

         その他すべてのリスク変数が一定の場合、平成29年3月末現在の円が他の通貨に対し3％下落すれ        

ば当該金融資産と金融負債相殺後の純額（資産側）の時価は、2百万円増加するものと考えられます。 

        反対に、円が他の通貨に対し3％上昇すれば、当該金融資産の純額（資産側）の時価は、2百万円減少         

するものと考えられます。 
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③ 資金調達に係る流動性リスクの管理 

       当社においては、財務部が「流動性リスク管理規程」に基づき毎日綿密に資金管理を行い、取締役等に      

報告しております。また、リスク管理部では、流動性に関する動向を管理するため資金運用と調達の構成

をモニタリングする資料を毎日作成し、取締役等に報告しております。 

 

（4） 金融商品の時価等に関する事項についての補足説明 

     金融商品の時価には、市場価格に基づく価額のほか、市場価格がない場合には合理的に算定された価額

が含まれております。当該価額の算定においては、一定の前提条件等を採用しているため、異なる前提条

件等によった場合には、当該価額が異なることがあります。また、デリバティブ取引に関する契約額等に

ついては、その金額自体がデリバティブ取引に係る市場リスクを示すものではありません。 
 

２．金融商品の時価等に関する事項 
 

 平成29年3月31日（当期の決算日）における貸借対照表計上額、時価およびこれらの差額については、次の

とおりであります。なお、時価を把握することが極めて困難であると認められるもの（(注2）をご参照下さい。)

については、次表に含めておりません。  
                                         （単位：百万円） 

 貸借対照表計上額 時 価 差 額 

(1) 現金・預金 6,372 6,372 － 

(2) 預託金 79,229 79,229 － 

(3) トレーディング商品 1,647 1,647 － 

① 商品有価証券等 1,647 1,647 － 

(4) 信用取引資産 68,137 68,137 － 

① 信用取引貸付金（※１） 64,857 64,857 － 

② 信用取引借証券担保金 3,279 3,279 － 

(5) 有価証券担保貸付金 1,113 1,113 － 

(6) 短期差入保証金 11,230 11,230 － 

(7) 投資有価証券 618 618 － 

資産 計 168,348 168,348 － 

(1) トレーディング商品 121 121 － 

① 商品有価証券等 121 121 － 

(2) 信用取引負債 30,431 30,431 － 

① 信用取引借入金 18,948 18,948 － 

② 信用取引貸証券受入金 11,483 11,483 － 

(3) 有価証券担保借入金 7,725 7,725 － 

(4) 預り金 41,994 41,994 － 

(5) 受入保証金 47,114 47,114 － 

(6) 短期借入金 5,900 5,900 － 

負債 計 133,288 133,288 － 

デリバティブ取引（※２）    

① ヘッジ会計が適用されていないもの （5） （5） － 

② ヘッジ会計が適用されているもの － － － 

デリバティブ取引 計 （5） （5） － 

（※１）信用取引貸付金に対応する一般貸倒引当金6百万円は控除しておりません。 

（※２）デリバティブによって生じた正味の債権・債務は純額で表示しており、合計で正味の債務となる項目につい 

    ては、（ ）で表示しております。なお、みなし決済損益を貸借対照表計上額および時価欄に記載しております。 
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（注1） 金融商品の時価の算定方法および有価証券に関する事項 

  資 産 

   (1) 現金・預金 

満期のない預金は、時価は帳簿価額と近似していることから当該帳簿価額によっております。満期のあ

る預金は、短期間で決済されるため、時価は帳簿価額と近似していることから当該帳簿価額によっており

ます。外貨建預金は、決算日の直物為替相場により円換算しております。 

   (2) 預託金 

 時価は帳簿価額と近似していることから当該帳簿価額によっております。 

   (3) トレーディング商品 

    ① 商品有価証券等 

       これらの時価について、株式は金融商品取引所の価格によっており、国内債券は金融商品取引所の価格      

または日本証券業協会が公表する価格等によっており、外国債券は各国国債については業者間取引価格等、そ

れ以外についてはスワップレートおよび格付等発行体の信用力を勘案して算出した価格等によっております。 

       商品有価証券等において、当事業年度の損益に含まれた評価差額は、△6百万円であります。 

   (4) 信用取引資産 

    ① 信用取引貸付金 

      短期間で決済されるため、時価は帳簿価額と近似していることから当該帳簿価額によっております。 

    ② 信用取引借証券担保金 

      信用取引借証券担保金は、証券金融会社から貸借取引で借入れた有価証券の価額に相当する金額を証券     

金融会社に担保として差入れ、借入れた有価証券の価額を毎日値洗いにより更新差金の授受を行ってお

り、時価は帳簿価額と近似していることから当該帳簿価額によっております。 

   (5)有価証券担保貸付金 、 (6)短期差入保証金 

      これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額と近似していることから当該帳簿価額によっております。 

   (7) 投資有価証券 

       これらの時価について、株式は金融商品取引所の価格によっております。 

      なお、保有目的ごとの有価証券に関する注記事項は以下のとおりであります。 

1)満期保有目的の債券はありません。 

2)その他有価証券において、種類ごとの取得原価、貸借対照表計上額およびこれらの差額については次の

とおりであります。 

                                               （単位：百万円） 

 種 類 貸借対照表計上額 取得原価 差 額 

貸借対照表計上額が 

取得原価を超えるもの 
株  式 504 232 272 

貸借対照表計上額が 

取得原価を超えないもの 
株  式 113 114 △1 

合  計 618 347 270 

3) 上記の表中にある「取得原価」は減損処理後の帳簿価額であります。なお、当事業年度において、 

 その他有価証券で時価のある株式について減損処理を行ったものはありません。また、その他有価 

 証券で時価のある株式の当事業年度における売却額は517百万円であり、売却益の合計額は320百円、 

売却損の合計額は4百万円であります。 

4) 当事業年度中において、保有目的が変更となった有価証券はありません。 
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負 債 

   (1) トレーディング商品 

    ① 商品有価証券等 

      これらの時価について、株式は金融商品取引所の価格によっており、国内債券は金融商品取引所の価格

または日本証券業協会が公表する価格等によっており、外国債券は、各国国債については業者間取引価格

等、それ以外についてはスワップレートおよび格付等発行体の信用力を勘案して算出した価格等によっておりま

す。 

       商品有価証券等において、当事業年度の損益に含まれた評価差額は、△1百万円であります。 

   (2) 信用取引負債 

    ① 信用取引借入金 

      信用取引借入金は、証券金融会社に担保として差入れた有価証券の価額に相当する金額を証券金融会社か

ら借入れ、差入れた有価証券の価額を毎日値洗いにより更新差金の授受を行っており、時価は帳簿価額と

近似していることから当該帳簿価額によっております。 

    ② 信用取引貸証券受入金 

      短期間で決済されるため、時価は帳簿価額と近似していることから当該帳簿価額によっております。 

   

  （3）有価証券担保借入金 、 (6) 短期借入金 

      これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額と近似していることから当該帳簿価額によっておりま           

す。 

   

（4）預り金 、 (5) 受入保証金 

      これらは決算日に要求された場合の支払額（帳簿価額）を時価とみなしております。 

       

 デリバティブ取引 

(1) ヘッジ会計が適用されていないもの 

ヘッジ会計が適用されていないデリバティブ取引について、取引の対象物の種類ごとの決算日における

契約額または契約において定められた元本相当額および時価は次のとおりであります。 

                                  （単位：百万円） 

    種  類 契 約 額 等 時  価 

債券先物取引 599 （1） 

為替予約取引 1,343 （3） 

合 計 1,943 （5） 

（※1）デリバティブによって生じた正味の債権・債務は純額で表示しており、合計で正味の債務となる 

   項目については、（ ）で表示しております。 

なお、みなし決済損益を時価欄に記載しております。 

（※2）時価の算定方法は以下のとおりであります。 

    債券先物取引…主たる金融商品取引所が定める清算値段 

    為替予約取引…受取金額、支払金額をそれぞれ当該通貨の金利で現在価値に割り引き、スポットの 

           為替レートで邦貨換算して算出した受取現在価値から支払現在価値を控除した額 

 

   (2) ヘッジ会計が適用されているもの 

      該当事項はありません。 
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(注2) 時価を把握することが極めて困難と認められる金融商品は次のとおりであり、金融商品の時価情報の「資産(7) 

       投資有価証券」には含めておりません。 

                             （単位：百万円） 

区  分 貸借対照表計上額 

投資事業有限責任組合への出資金(※1) 171  

(※1）投資事業有限責任組合への出資金については、組合財産が非上場株式など時価を把握することが極め

て困難と認められるもので構成されているため、時価開示の対象とはしておりません。 

 

(注3) 金銭債権の当事業年度決算日後の償還予定額 

                                             （単位：百万円） 

 1年以内 1年超2年以内 2年超3年以内 3年超4年以内 4年超5年以内 5年超 

現金・預金 6,372 － － － － － 

預託金 79,229 － － － － － 

信用取引資産 68,137 － － － － － 

有価証券担保貸付金 1,113 － － － － － 

短期差入保証金 11,230 － － － － － 

合 計 166,083 － － － － － 

 

（注4）その他の有利子負債の当事業年度決算日後の返済予定額 

       （単位：百万円） 

 1年以内 1年超2年以内 2年超3年以内 3年超4年以内 4年超5年以内 5年超 

信用取引借入金 18,948 － － － － － 

有価証券担保借入金 7,725 － － － － － 

短期借入金 5,900 － － － － － 

合 計 32,574 － － － － － 

 

 

【賃貸等不動産に関する注記】 

   賃貸等不動産については、重要性が乏しいため注記を省略しております。 

 

 

【関連当事者との取引に関する注記】 

 

                                           （単位：百万円） 

種類 会社等の名称 
議決権等の所有 

（被所有）割合 

関連当事者 

との関係 
取引の内容 取引金額 科目 

期末 

残高 

親会社 

岩井コスモ 

ホールディングス 

株式会社 

被所有 

 直接100% 

 

 

 

役員の兼任 

資金の貸付(注1) 

 

 

貸付利息(注1) 

 

 

配当金の支払い 

    （注2） 

37 

 

 

0 

 

 

3,400 

 

短期貸付金 

 

 

未収収益 

 

 

－ 

 

－ 

 

 

－ 

 

 

－ 

 

 

資金の貸付 
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取引条件および取引条件の決定方針等 

（注 1）資金の貸付について、貸付利率は市場金利を勘案して利率を合理的に決定しており、担保は受け入れておりま

せん。なお、取引金額は当事業年度における月末の平均残高を記載しております。 

（注 2）当社の配当は、親会社の配当の基本方針であります「今後の事業展開および経営体質強化のための内部留保資

金とのバランスを総合的に勘案しつつ、業績に見合った利益還元」に基づき、当社の取締役会において決定をし

ております。 

 

 

【１株当たり情報に関する注記】 

１株当たり純資産額 930円75銭 

１株当たり当期純利益  64円60銭 

 

 

【重要な後発事象に関する注記】 

  該当事項はありません。 

 

 

【その他の注記】 

１． 減損損失に関する注記 

   当事業年度において、当社は以下の資産グループについて減損損失を計上しました。 

  場   所 用  途 種  類 金  額 

静岡県伊東市 遊休資産 土地 35百万円 

   当社の資産グルーピング方法は、キャッシュ・フローを生み出す最小の単位として店舗または部門を基準と 

  してグルーピングを行っており、遊休資産については個別資産ごとにグルーピングを行っております。 

   上記の土地につきましては、現時点において今後の使用見込みが乏しいと判断したため、帳簿価額を回収可

能価額まで減額し、当該減少額を減損損失として特別損失に計上しております。 

    なお、回収可能価額は正味売却価額により測定しており、市場価格を勘案した合理的な見積もりにより算定

しております。 

 

 ２．資産除去債務の注記 

    資産除去債務のうち貸借対照表に計上しているもの 

    （１）当該資産除去債務の概要 

       当社は、営業店舗等の開設にあたり、不動産所有者との間で不動産賃貸借契約を締結しており、退 

      去時における原状回復義務に関し、資産除去債務を計上しております。 

 

    （２）当該資産除去債務の金額の算定方法 

       営業店舗等の不動産賃貸借契約に伴う原状回復義務は、使用見込期間を当初の取得日から39年間と 

      見積り、割引率は1.005％～2.303％を使用して資産除去債務の金額を計算しております。 

 

    （３）当事業年度における当該資産除去債務の総額の増減 

 

当期首残高 173百万円 

時の経過による調整額 3百万円 

当期末残高 177百万円 

 


